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○資料の見方 

○検討した指標一覧 

・０．全体 

・１．就業・所得 

・２．健康・福祉 

・３．学習・社会参加 

・４．生活環境 

○参考指標 

・「『多様なライフスタイルを可能にする高齢期の自立支援』に

関する政策研究報告書 －「活動的な高齢者」、「一人暮らし

高齢者」、「要介護等の高齢者」の指標」の最新値 

 



付-1 

○資料の見方  

 

・本資料では、既存ビジョン等で触れられている視点や、高齢者の生活・状態等を把握するため

の基礎的視点などを、資料右半分に整理した。 

 

・既存ビジョン等の視点などを踏まえ、指標候補を選定し、全体、及び、４つの分野ごとに整理

した。 

 

・これらの指標候補を、コーホート分析の対象とする指標と、コーホート分析は実施しないが、

傾向を把握・分析する参考指標とに分けて整理をした。 

 

・表中の★は分析対象が人ではないため、コーホート効果の分析の対象とならない指標である。 
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○検討した指標一覧 
 

指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

全体 

・単身者の人数・
割合 

・単独世帯の割合 
・夫婦のみ世帯の
割合 

─ 

国勢調査（総務省）

男女別、5歳階級別 
A親族世帯 
Ⅰ核家族世帯 
(1)夫婦のみ世帯 
(2)夫婦と子どもから
成る世帯 
(3)男親と子どもから
成る世帯 
(4)女親と子どもから
成る世帯 
Ⅱその他の親族世帯 
B非親族世帯 
C単独世帯 

─ ─ 

全体 
・3世代同居者
数・割合 

・3世代同居世帯
の割合 

─ 国勢調査（総務省） 男女別、5歳階級別 ─ ─ 

全体 
・未婚率 
・有配偶率 
・離別者の割合 
・死別者の割合 

─ 国勢調査（総務省）

男女別、5歳階級別 
「未婚」「有配偶」「離
別」「死別」の 4区分で
把握 

─ ─ 

全体 ・大学進学率 ─ ─ ─ ─ ─ 

全体 ・居住地（都市居
住/地方居住） ─ ─ ─ ─ ─ 

全体 ・総消費支出 ─ 全国消費実態調査 ─ ─ ─ 

全体 ・保健医療費 ─ 全国消費実態調査 ─ ─ ─ 

全体 ・睡眠時間 ─ 社会生活基本調査 ─ ─ ─ 

全体 ・仕事時間 ─ 社会生活基本調査 ─ ─ ─ 

全体 ・受診・療養時間 ─ 社会生活基本調査 ─ ─ ─ 

全体 ・学習、研究時間 ─ 社会生活基本調査 ─ ─ ─ 

全体 ・ボランティア活
動時間 ─ 社会生活基本調査 ─ ─ ─ 

全体 ・住居費 ─ 社会生活基本調査 ─ ─ ─ 

全体 ・教養娯楽費 ─ 全国消費実態調査 ─ ─ ─ 

全体 ・交際費 ─ 全国消費実態調査 ─ ─ ─ 

全体 ・暮らし向き ─ 全国消費実態調査 ─ ─ ─ 

全体 ・生活満足度 ─ 
国民生活に関する
世論調査 

─ ─ ─ 

全体 
・「老後の生活設
計」に関する悩
み・不安 

─ 
国民生活に関する
世論調査 

─ ─ ─ 

全体 ・「豊かさ」に関
する思考 ─ 

国民生活に関する
世論調査 

─ ─ ─ 

就業・所得 ・就業者の割合 ・就業希望者
の割合 

国勢調査（総務省）
性別,年齢階級別(15歳
以上、5歳階級別) 

社会保障の機能
強化のための緊
急対策 ～５つ
の安心プラン～ 

１高齢者が活力
を持って、安心
して暮らせる社
会 

就業・所得 ・就業希望のある
無業者の割合 

─ ─ ─ ─ ─ 

就業・所得 ・（高齢）女性の
就業者数・割合 

・（高齢）女性
の就業希望
者数・割合 

国勢調査（総務省）
性別,年齢階級別(15歳
以上、5歳階級別) 

すべての人々が
能力を発揮し、
安心して働き、
安定した生活が
できる社会の実
現 

第 3章今後の雇
用政策の方向性
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指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

就業・所得 ・退職後の高齢者
の就業状況 ― 

高年齢者就業実態
調査 

・再就職は若年者は対
象外のため、コーホー
ト分析は難しい 
・55～59,60～64 歳,65
～69 歳の 3階級のみ 

「人生 85年時
代」に向けた
リ・デザイン 

1-(5)高齢期を
中心とした所得
確保、経済的安
定 

就業・所得 ・高齢者の就業者
割合 

・高齢者の内、
不就業者で
就業希望者
の割合 

高年齢者就業実態
調査 

・再就職は若年者は対
象外のため、コーホー
ト分析は難しい 
・55～59,60～64 歳,65
～69 歳の 3階級のみ 

社会保障の機能
強化のための緊
急対策 ～５つ
の安心プラン～ 

１高齢者が活力
を持って、安心
して暮らせる社
会 

就業・所得 

・有業率 
・完全失業率 
・65歳以上の労働
力率 

・非労働力率 

― 
国勢調査（総務省）

労働力調査年報 

性別,年齢階級別(15歳
以上、5歳階級別) 
労働力調査年報 第2表
は65歳以上で高齢者が
まとめられている。 

今後の高齢社会
対策の在り方等
に関する検討会
（報告書） 

4-ⅱ)高齢者の
就労の促進 

就業・所得 

・フリーター数 
・非正規雇用者
数・割合 

・一般常雇数・割
合 
・非常雇数・割合 
・雇用者数・割合 

― 
就業構造基本調査
（総務省） 

男女計,男女別,年齢階
級別(15 歳以上、5歳階
級別) 
・非正規雇用＝パート、
アルバイト、労働者派
遣事業所の派遣社員、
契約社員、嘱託、その
他の合計 

社会保障の機能
強化のための緊
急対策 ～５つ
の安心プラン～ 

４派遣やパート
などで働く者が
将来に希望を持
てる社会 

就業・所得 ・有期契約労働者
数（割合） ― 

就業構造基本調査
（総務省） 

男女計,男女別,年齢階
級別(15 歳以上、5歳階
級別) 

社会保障の機能
強化のための緊
急対策 ～５つ
の安心プラン～ 

４派遣やパート
などで働く者が
将来に希望を持
てる社会 

就業・所得 

・第 2次における
就業者数・割合 

・第 3次産業にお
ける就業者
数・割合 

・高齢者のジョブ
カードの利用
者数・割合 

・高齢者の業
種別就業意
向数・割合 

国勢調査（総務省）

男女計,男女別,年齢階
級別(15 歳以上、5歳階
級別) 
「ジョブカード」は
2007 年内閣府「ジョブ
カード構想委員会」最
終報告書が提出された
後、普及を推進してい
る制度であり、時系列
データが不足 

「新雇用戦略」
について 

「新雇用戦略」
（案）－「全員
参加の社会」の
実現を目指し
てー（ポイント）

就業・所得 ・起業者数 ― 
就業構造基本調査
（総務省） 

男女計,男女別,年齢階
級別(15 歳以上、5歳階
級別) 
雇用者、会社などの役
員、うち起業者 

安心と希望の介
護ビジョン 

（ビジョン部
分） 

就業・所得 
・年間所得（120
万円未満の者
の割合） 

・経済的な暮
し向きに不安
を感じる者の
割合 

厚生労働科学研究
（政策科学推進研
究） 
「医療負担のあり
方が医療需要と健
康・福祉の水準に及
ぼす影響に関する
研究」（平成14年）
における国民生活
基礎調査再集計結
果 男女別一人当
たり所得（二人以上
世帯と比較） 

再集計が必要 

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書について 
- 「活動的な高
齢者」、「一人暮
らし高齢者」、
「要介護等の高
齢者」の指標 - 

「一人暮らし高
齢者」の指標 
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指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

就業・所得 

・1世帯あたりの
平均所得金額 

・世帯人員 1人あ
たりの平均所
得金額（総所
得） 

― 
国民生活基礎調査
（厚生労働省） 

国民生活基礎調査は昭
和 61年から毎年実施 
年齢別は 29歳以下,30
～39歳,40～49歳,50～
59 歳,60～69歳,70 歳
以上の 10歳階級ごと 

─ ─ 

就業・所得 

・1世帯あたりの
再配分後所得
（可処分所得） 

・世帯人員 1人あ
たりの再配分
後所得（可処分
所得） 

─ 所得再分配調査（厚
生労働省） ─ ─ ─ 

就業・所得 ・平均賃金 ─ 賃金構造基本統計
調査（厚生労働省）

─ ─ ─ 

就業・所得 ・再分配所得（社
会給付分） 

─ 所得再配分調査（厚
生労働省） ─ ─ ─ 

就業・所得 ・貯蓄 ─ 全国消費実態調査 ─ ─ ─ 

就業・所得 ・65歳以上の無年
金者数 

― 
社会保険庁公表資
料 

60歳未満、60～64歳,65
歳の 3階級のみ 

社会保障国民会
議 最終報告 

2-3-(3)高齢期
の所得保障 

就業・所得 ・年金未納者数 ― 
平成 14年国民年金
被保険者実態調査 

20 歳から59歳まで、5
歳階級別に把握できる
が、60歳以上の高齢者
が分析対象となってい
ない 

社会保障国民会
議 最終報告 

2-3-(3)高齢期
の所得保障 

就業・所得 ― 

・経済的な暮
し向きに不
安を感じる
者の割合 
・将来への不
安 

一人暮らし高齢者
に関する意識調査
（平成 14年，内閣
府） 
”家計にゆとりな
く、多少心配であ
る”と”家計が苦し
く、非常に心配”の
割合の合計 

将来への不安で、”
とても不安を感じ
る”と”多少不安を
感じる”の割合の合
計 

国民生活に関する
世論調査（今後の生
活の見通し，S29～）

一人暮らしのみ 
65 歳から74歳まで 5
歳階級別、それ以降は
75歳以上で集計 

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「一人暮らし高
齢者」の指標 

就業・所得 
・老後保障に対す
る私的準備状
況 

― 

生活保障に関する
調査（生命保険文化
センター） 
”準備している”の
割合 

1987 年（昭和 62年）か
ら行っている調査 
10 歳代から 60歳代ま
で10歳階級で把握可能

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「活動的な高齢
者」の指標 
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指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

就業・所得 

・リバースモー
ゲージの利用
者数 

・個人年金保険加
入率 

・ダブルインカム
率 

― 

生活保障に関する
調査（生命保険文化
センター） 
”個人年金保険に加
入している”の割合

リバースモーゲージ
は、2003 年度に厚生労
働省が低所得層世帯の
生活保護・福祉政策を
目的とした国の制度
（長期生活支援資金貸
付制度）として導入さ
れているため、時系列
データが不足。 
1987 年（昭和 62年）か
ら行っている調査 
10 歳代から 60歳代ま
で10歳階級で把握可能

「人生 85年時
代」に向けた
リ・デザイン 

1-(5)高齢期を
中心とした所得
確保、経済的安
定 

就業・所得 ・平均金融資産額 ― 

全国消費実態調査
もしくは国民生活
基礎調査（過去の質
問表はカテゴリ
データの可能性あ
り） 

― 
「人生 85年時
代」に向けた
リ・デザイン 

1-(5)高齢期を
中心とした所得
確保、経済的安
定 

就業・所得 
・シルバー人材セ
ンターの登録
者数 

― 
（社）全国シルバー
人材センター事業
協会 

年齢別データがないた
め、コーホート分析は
不可能 

社会保障の機能
強化のための緊
急対策 ～５つ
の安心プラン～ 

１高齢者が活力
を持って、安心
して暮らせる社
会 

就業・所得 
・テレワークを利
用して働いて
いる就労者の
割合 

・在宅勤務、
テレワーク
等の利用を
希望する人
の割合 

国土交通省,2002 年
時点の日本のテレ
ワークの実態につ
いて（概要版） 

2002 年以降のデータの
みあり、時系列データ
が不足 

社会保障の機能
強化のための緊
急対策 ～５つ
の安心プラン～ 

１高齢者が活力
を持って、安心
して暮らせる社
会 

就業・所得 
・住居喪失不安定
就労者数（割
合） 

― 
住居喪失不安定就
労者等の実態に関
する調査報告書 

住居喪失不安定就労者
のトピックスは2000年
以降のため、時系列
データが不足 

社会保障の機能
強化のための緊
急対策 ～５つ
の安心プラン～ 

４派遣やパート
などで働く者が
将来に希望を持
てる社会 

就業・所得 
・高齢者（60～64
歳）の継続雇用
利用数・割合 

・高齢者（60
～64 歳）の
継続雇用利
用意向数・
割合 

就業構造基本調査
（総務省） 

性別,年齢階級別(15歳
以上、5歳階級別) 
「継続雇用制度」は
2004 年「改正高年齢者
雇用安定法」により普
及した制度であり、時
系列データが不足。 

「新雇用戦略」
について 

「新雇用戦略」
（案）－「全員
参加の社会」の
実現を目指し
てー（ポイント）

健康・福祉 
・（平均）体重 
・（平均）身長 
・BMI 

― 
国民健康・栄養調査
（S20～H14は国民
栄養調査） 

調査年次によって調査
項目が異なり、必ずし
も毎年身長、体重デー
タがあるわけではない

新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 ・やせの者の割合 ― 
国民健康・栄養調査
（S20～H14は国民
栄養調査） 

 
新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 

・メタボリックシ
ンドローム（内
臓脂肪症候群）
が強く疑われ
る者の割合 

・メタボリッ
クシンド
ローム（内
臓脂肪症候
群）の認知
度 

国民健康・栄養調査
（S20～H14は国民
栄養調査） 

新しい概念のため、
コーホート分析は難し
い（データは H15～）

新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

戦略の推進に向
けた国民運動 
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指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

健康・福祉 
・健康上の問題で
日常生活に影
響のある者の
割合 

・自分の健康
状態を良く
ないと感じ
る一人暮ら
しの高齢者
の割合 

国民生活基礎調査 ─ 

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「一人暮らし高
齢者」の指標 

健康・福祉 ─ 
・自分の健康
状態をよい
と思ってい
る人の割合 

国民生活基礎調査 ─ ─ ─ 

健康・福祉 ─ 
・健康に関す
る不安があ
る割合 

国民生活に関する
世論調査 

─ ─ ─ 

健康・福祉 
・手助け・見守り
を必要とする
者の割合 

― 国民生活基礎調査 ─ ─ ─ 

健康・福祉 ・障害者手帳交付
者数・割合 ― ― ― ― ― 

健康・福祉 

・自身の健康管理
のために何ら
かの取り組み
を行っている
割合 

・運動習慣のある
者の割合 

― 
国民健康・栄養調査
（S20～H14は国民
栄養調査） 

─ 

今後の高齢社会
対策の在り方等
に関する検討会
（報告書） 

4-ⅳ)健康で自
立した高齢期へ
の準備 

健康・福祉 

・自身の健康管理
のために何ら
かの取り組み
を行っている
割合 

・軽症での時間外
受診件数★ 

・自身の健康
管理に意
欲・関心の
ある割合 

─ ─ 
安心と希望の医
療確保ビジョン 

３医療従事者と
患者・家族の協
働の推進 

健康・福祉 ・運動習慣のある
女性の割合 

― 
国民健康・栄養調査
（S20～H14は国民
栄養調査） 

（男性及び子ども・高
齢者には関係しない）

新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 ・運動習慣のある
者の割合 

― 
国民健康・栄養調査
（S20～H14は国民
栄養調査） 

─ 
新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 ・運動習慣のある
者の割合 

― 
国民健康・栄養調査
（S20～H14は国民
栄養調査） 

─ 
新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 

・健康維持のため
の取り組みの
平均実行項目
数 

・健康診断や人間
ドックを受診
している者の
割合 

・がん検診を受診
している者の
割合 

─ 国民生活基礎調査 ─ 

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「活動的な高齢
者」の指標 
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指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

健康・福祉 ・乳がん検診等の
受診率 

― 国民生活基礎調査 
（男性及び子ども・高
齢者には関係しない）

新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 
・朝食欠食の割合 
・１日の平均摂
取カロリー 

─ 
国民健康・栄養調査
（S20～H14は国民
栄養調査） 

─ 
新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 

・「食事バランス
ガイド」等を参
考に食生活を
送っている割
合 

― 
統計データ等ない
と思われる 

新しい概念のため、
コーホート分析は難し
いか 

新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 ― ・「食育」の認
知度 

― 
新しい概念のため、
コーホート分析は難し
いか 

新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 ・喫煙率 ― 

国民健康・栄養調査
（S20～H14は国民
栄養調査） 
JT 全国喫煙者率調
査 

（未成年者の目標であ
り、成人以上は関係し
ない） 

新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第２部 
新健康フロン
ティア戦略を支
援する家庭・地
域・技術・産業

健康・福祉 ― 
・禁煙の健康
影響につい
ての認知度 

― ― 
新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第２部 
新健康フロン
ティア戦略を支
援する家庭・地
域・技術・産業

健康・福祉 ・（全年齢の）1人
平均う歯数 

― 歯科疾患実態調査 
昭和32年以降6年ごと
に実施 

新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 
・歯間清掃器具を
使用する人の
割合 

─ 
統計データ等ない
と思われる 

─ 
新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 

・80歳で20歯以
上の歯を持つ
人の割合もし
くは歯の喪失
数 

─ 歯科疾患実態調査 
昭和32年以降6年ごと
に実施 

新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 
・脳血管疾患の入
院受療率 

・骨折の入院受療
率 

─ 患者調査 ─ 

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「要介護等の高
齢者」の指標 

健康・福祉 
・がんによる入院
受療率 

・がんによる死亡
者数・割合 

・がんになっ
た場合に在
宅医療を希
望する人
数・割合 

患者調査 
人口動態調査 

─ 
経済財政改革の
基本方針 2008 

第 4章 1.(2)④
福祉施策や健康
対策等の推進 
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指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

健康・福祉 
・がんの死亡者数
（割合） 

・がん入院受療率 
― 

人口動態調査 
患者調査 

─ 
新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 ・うつ入院受療率 ― 患者調査 ─ 
新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 ・年間自殺者数・
率 

― 人口動態調査 ─ 
経済財政改革の
基本方針 2008 

第 4章 1.(2)④
福祉施策や健康
対策等の推進 

健康・福祉 

・緩和ケア従事者
数★ 

・緩和ケアを実際
に受けている
人の割合 

・緩和ケア希
望者数・割
合 

― ─ 
「人生 85年時
代」に向けた
リ・デザイン 

1-(1)生涯にわ
たる健康確保 

健康・福祉 
・医学部定員数★ 
・新規医師免許取
得者数★ 

・医師数★ 

・医師数が不
足している
と感じる割
合 

アンケート調査等
全国レベルではな
いと思われる 

─ 
安心と希望の医
療確保ビジョン 

１医療従事者等
の数と役割 

健康・福祉 ― 

・救急医療に
不安を感じ
る割合 
・救急電話相
談等の認知
度 

アンケート調査等
全国レベルではな
いと思われる 

─ 
安心と希望の医
療確保ビジョン 

２地域で支える
医療の推進 

健康・福祉 
・地域連携クリ
ティカルパス
等に参加する
医療機関数★ 

・地域内で完
結して医療
が受けられ
ると感じて
いる割合 

アンケート調査等
全国レベルではな
いと思われる 

─ 
安心と希望の医
療確保ビジョン 

２地域で支える
医療の推進 

健康・福祉 

・訪問看護利用者
数 

・訪問看護ステー
ション数 ★ 

・休日・夜間も営
業している薬
局数 ★ 

・在宅医療が
充実してい
ると感じる
割合 

・医療・介護・
福祉等に関
する情報提
供が充実し
ていると感
じる割合 

訪問看護統計調査、
介護サービス施
設・事業所調査
（1992～） 
アンケート調査等
全国レベルではな
いと思われる 

訪問看護は 1992 年ス
タート 

安心と希望の医
療確保ビジョン 

２地域で支える
医療の推進 

健康・福祉 ― 

・自分の病気
や治療方法
等につい
て、充分に
説明がなさ
れていると
感じる割合 
・自分の病気
や治療方法
等について
納得してい
る割合 

― ─ 
安心と希望の医
療確保ビジョン 

３医療従事者と
患者・家族の協
働の推進 
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指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

健康・福祉 ・要支援・要介護
者の割合 

─ 

介護保険事業状況
報告 
介護給付費実態調
査 等 

介護保険制度は2000年
創設のため、データは
それ以降しかない。 
→指標案②で代替する
か？ 

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「要介護等の高
齢者」の指標 

健康・福祉 ― 
・地域包括支
援センター
の認知度 

アンケート調査等
全国レベルではな
いと思われる 

新しい制度のため、
コーホート分析は難し
い 

安心と希望の介
護ビジョン 

（施策部分） 

健康・福祉 

・認知症高齢者
数・割合 

・認知症専門医数
★ 

・地域包括支援セ
ンター数 ★ 

― (国民生活基礎調査)

最近は、大規模調査年
に実施される健康票の
中で認知症で通院して
いる者が把握可能だ
が、古い調査票には同
設問が含まれていない

社会保障の機能
強化のための緊
急対策 ～５つ
の安心プラン～ 

１高齢者が活力
を持って、安心
して暮らせる社
会 

健康・福祉 ・認知症サポー
ター数 ★ 

・「認知症サ
ポーター」
の認知度 

― 
新しい制度のため、
コーホート分析は難し
い 

安心と希望の介
護ビジョン 

（施策部分） 

健康・福祉 ・認知症サポー
ター数 ★ 

・「認知症サ
ポーター」
の認知度 

― 
新しい制度のため、
コーホート分析は難し
いか 

新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第１部 
国民自らがそれ
ぞれの立場に応
じて行う健康対
策 

健康・福祉 ─ 

・同居してい
る介護者の
中で自らの
健康状態を
良くないと
感じる者の
割 

国民生活基礎調査 

H13 より介護票にて把
握。H12は介護サービス
世帯調査として単独に
実施。それ以前はデー
タなし 

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「要介護等の高
齢者」の指標 

健康・福祉 

・訪問介護・訪問
看護事業者数
★ 

・慢性期医療基盤
の確保 ★ 

・救急医療ネット
ワークの整備 
★ 

・介護休暇制度利
用者数 

― 

雇用管理基本調査、
女性雇用管理基本
調査、雇用均等基本
調査 

介護休業制度は新しい
制度のため、コーホー
ト分析は難しいか 

安心と希望の介
護ビジョン 

（施策部分） 

健康・福祉 ・育児休業取得率 ― 
雇用管理基本調査、
女性雇用管理基本
調査、雇用均等基本
調査 

育児休業法（1992 年）
以降の制度のため、
コーホート分析は難し
いか 

新健康フロン
ティア戦略アク
ションプラン 

第２部 
新健康フロン
ティア戦略を支
援する家庭・地
域・技術・産業

健康・福祉 ― 
・将来に不安
を感じる人
数・割合 

国民生活に関する
世論調査（今後の生
活の見通し，S29～）

─ 
経済財政改革の
基本方針 2008 

第 4章 1.(2)④
福祉施策や健康
対策等の推進 

健康・福祉 ― 
・将来に不安
を感じる人
数・割合 

国民生活に関する
世論調査（今後の生
活の見通し，S29～）

─ 

社会保障の機能
強化のための緊
急対策 ～５つ
の安心プラン～ 

１高齢者が活力
を持って、安心
して暮らせる社
会 

学習・ 
社会参加 ・NPO 法人数★ ─ 内閣府ＨＰ 

※コーホート分析は不
可 

今後の高齢社会
対策の在り方等
に関する検討会
（報告書） 

4-ⅲ)地域で高
齢者を支える取
組の支援 

学習・ 
社会参加 ─ 

・NPO 活動へ
の関心 

高齢者の地域社会
への参加に関する
意識調査（昭和 63、
平成 5、10、15） 

男女別・5歳階級別※
NPO に関する設問は平
成 15年の調査のみ 

今後の高齢社会
対策の在り方等
に関する検討会
（報告書） 

4-ⅲ)地域で高
齢者を支える取
組の支援 
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指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

学習・ 
社会参加 

・社会参加活動参
加率 

─ 

高齢者の地域社会
への参加に関する
意識調査（昭和 63、
平成 5、10、15）（男
女別・5歳階級別）

※複数回答のため、「参
加していない」率にて
分析 

今後の高齢社会
対策の在り方等
に関する検討会
（報告書） 

4-ⅲ)地域で高
齢者を支える取
組の支援 

学習・ 
社会参加 

・ボランティア活
動者数 

─ 
社会生活基本調査
（昭和61年、平成3、
8、13、18 年） 

男女別・5歳階級別 ─ ─ 

学習・ 
社会参加 

・旅行・行楽の状
況 

─ 社会生活基本調査 ─ ─ ─ 

学習・ 
社会参加 

・近所づきあいの
程度 

─ 

高齢者の地域社会
への参加に関する
意識調査（昭和 63、
平成 5、10、15） 

男女別・5歳階級別 

今後の高齢社会
対策の在り方等
に関する検討会
（報告書） 

4-ⅴ)高齢者の
日常生活に地域
の目が行き届い
ている安心な生
活環境づくり 

学習・ 
社会参加 

・親しい友人・仲
間の有無 

─ 

高齢者の地域社会
への参加に関する
意識調査（昭和 63、
平成 5、10、15） 

男女別・5歳階級別 

今後の高齢社会
対策の在り方等
に関する検討会
（報告書） 

4-ⅴ)高齢者の
日常生活に地域
の目が行き届い
ている安心な生
活環境づくり 

学習・ 
社会参加 

・学習・研究活動
を行っている
者の割合 

─ 
社会生活基本調査
（昭和61年、平成3、
8、13、18 年） 

男女別・5歳階級別 
※高齢者の年齢階級は
60～64歳、65～69歳、
70歳以上のみ 

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「活動的な高齢
者」の指標 

学習・ 
社会参加 

・生涯学習参加者
数 ─ 

生涯学習・社会教育
関係法人における
社会教育事業の実
施状況 

─ ─ ─ 

学習・ 
社会参加 

・家族の中で果た
す役割のない
高齢者の割合 

・地域活動へ
の参加意向 

高齢者の地域社会
への参加に関する
意識調査（昭和 63、
平成 5、10、15） 

男女別・5歳階級別 
※「家族の生活に果た
す高齢者の割合」の設
問については、平成 15
年データのみ 

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「活動的な高齢
者」の指標 

学習・ 
社会参加 

・グループ活動に
参加していな
い者の割合 

・退職者と地
域のかかわ
り方 

高齢者の地域社会
への参加に関する
意識調査（昭和 63、
平成 5、10、15） 

男女別・5歳階級別 

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「一人暮らし高
齢者」の指標 

学習・ 
社会参加 ・外出の頻度 ─ 

高齢者の地域社会
への参加に関する
意識調査（昭和 63、
平成 5、10、15） 

男女別・5歳階級別※こ
の設問については、平
成 15年データのみ 

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「要介護等の高
齢者」の指標 

学習・ 
社会参加 

・若い世帯との交
流の機会の有
無 

・若い世帯と
の交流への
参加意向 

高齢者の地域社会
への参加に関する
意識調査（昭和 63、
平成 5、10、15） 

男女別・5歳階級別※こ
の設問については、平
成 5、10、15 の 3時点
しかデータなし 

社会保障の機能
強化のための緊
急対策 ～５つ
の安心プラン～ 

１高齢者が活力
を持って、安心
して暮らせる社
会 

学習・ 
社会参加 

・情報機器の利用
状況（携帯電
話、FAX、イン
ターネット、電
子メール等） 

・インターネット
の普及率 

─ 

高齢者の地域社会
への参加に関する
意識調査（昭和 63、
平成 5、10、15） 
通信利用動向調査、
情報利用動向調査 

男女別・5歳階級別 
※この設問について
は、平成 15年データの
み 

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「活動的な高齢
者」の指標 
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指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

学習・ 
社会参加 

・ソーシャルビジ
ネスへの参加
者数 

・「ソーシャル
ビジネス」
の認知度 

─ ─ 

社会保障の機能
強化のための緊
急対策 ～５つ
の安心プラン～ 

１高齢者が活力
を持って、安心
して暮らせる社
会 

生活環境 ・3大都市圏居住
者数・割合 

─ 国勢調査（総務省）
対象都市の選定が必
要。また、市町村合併
に留意が必要。 

住生活基本計画
（全国計画） 

3-1 基本的な考
え方 

生活環境 
・政令指定都市居
住者数・割合 

・県庁所在地居住
者数・割合 

─ 国勢調査（総務省 

対象都市の選定が必
要。また、市町村合併
に留意が必要。 
男女別、5歳階級別 

住宅基本計画
（全国計画）の
概要 

住宅基本計画
（全国計画）の
概要 

生活環境 ・人口集中地区の
人口比率 

─ 国勢調査（総務省） ─ ─ ─ 

生活環境 ・都道府県別高齢
者数 

・地方への移
住を希望す
る高齢者
数・割合 

国勢調査（総務省） 男女別、5歳階級別 

すべての人々が
能力を発揮し、
安心して働き、
安定した生活が
できる社会の実
現 

第 3章今後の雇
用政策の方向性

生活環境 ・持家率 
・借家率 ─ 

住宅・土地統計調査
（総務省） 

国勢調査（総務省）

住宅・土地統計調査は
家計を主に支える者の
年齢階級別世帯データ
（25歳以上、5歳階級
別）） 
国勢調査は一般世帯人
員数（男女計、男女別、
5歳階級別） 

住宅基本計画
（全国計画）の
概要 

住宅基本計画
（全国計画）の
概要 

生活環境 ・集合住宅居住者
数・割合 

─ 国勢調査（総務省） 男女別、5歳階級別 ─ ─ 

生活環境 
・公営住宅居住者
数 

・公営住宅数 ★ 

・公営住宅入
居希望者数 

住宅・土地統計調査
（総務省） 

国勢調査（総務省）

男女計、男女別、年齢
階級別（25歳以上、5
歳階級別） 
家計を主に支える者の
年齢階級別世帯データ
（公営の借家、公団・
公社の借家） 

住生活基本計画
（全国計画） 

2-4 住宅の確保
に特に配慮を要
する者の居住の
安定の確保 

生活環境 

・社会施設、病
院・療養所等に
居住する人
数・割合 

・施設に居住する
者の人数・割合 

─ 国勢調査（総務省）

男女計、男女別、5歳階
級別 
病院・療養所等入所者
と社会施設入所者の項
目あり 

  

生活環境 

・高齢者向け賃貸
住宅入居者数 

・高齢者向け賃貸
住宅供給戸数
★ 

─ ─ 

高齢者向け賃貸住宅の
場合、若年者は対象外
のため、コーホート分
析は難しい 

高齢者が安心し
て暮らし続ける
ことができる住
宅政策のあり方
について（答申
案の骨子） 

Ⅲ-1在宅で暮
らし続けたいと
いう高齢者の意
思を尊重する社
会の実現 
Ⅳ早急に取り組
むべき課題 

生活環境 

・高齢者向け賃貸
住宅入居者数 

・高齢者向け賃貸
住宅供給戸数
★ 

─ ─ 

高齢者向け賃貸住宅の
場合、若年者は対象外
のため、コーホート分
析は難しい 

高齢者が安心し
て暮らし続ける
ことができる住
宅政策のあり方
について（答申
案の骨子） 

Ⅲ-1在宅で暮
らし続けたいと
いう高齢者の意
思を尊重する社
会の実現／Ⅳ早
急に取り組むべ
き課題 



付-12 

指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

生活環境 

・高齢者向け賃貸
住宅入居者数 

・高齢者向け賃貸
住宅供給戸数
★ 

― ─ 

高齢者向け賃貸住宅の
場合、若年者は対象外
のため、コーホート分
析は難しい 

社会保障の機能
強化のための緊
急対策 ～５つ
の安心プラン～ 

１高齢者が活力
を持って、安心
して暮らせる社
会 

生活環境 

・高齢者居住施設
に居住する高
齢者数 

・ハウスシェアリ
ング利用者数 

─ ─ ─ 
住生活基本計画
（全国計画） 

4-3 統計調査の
充実等 

生活環境 
・高層住宅の居住
者数・割合（居
住階別人数・割
合） 

─ 国勢調査（総務省）

男女別、5歳階級別 
「1・2階建」,「3～5
階建」,「6～10階建」,
「11～14 階建」，「15階
建以上」の 5区分 

─ ─ 

生活環境 
・別世帯となって
いる子の距離
別割合 

─ 
住宅・土地統計調査
（総務省） 

単身普通世帯、夫婦の
み普通世帯 
性別なし、45歳以上10
歳階級別 
区分は同居、同じ建
物・敷地、徒歩 5分、
片道 15分未満、片道1
時間未満、片道 1時間
以上 

─ ─ 

生活環境 
・家庭内での不慮
の事故死によ
る死亡者数・割
合 

─ 
人口動態調査（平成
18年、厚生労働省）

住環境の５つの基本理
念（安全性、保健性、
利便性、快適性、持続
可能性）の「安全性」
に相当 
保健統計表は5歳階級、
第 5.22 表は 10歳階級
(高齢者層は15歳階級)

高齢者が安心し
て暮らし続ける
ことができる住
宅政策のあり方
について（答申
案の骨子） 

Ⅲ-2-(1)バリア
フリー化の促進

生活環境 

・自宅で転倒し骨
折した者の割
合 

・自宅における転
倒事故の発生
率 

・高齢者のための
設備率★ 

─ 

高齢者の住宅と生
活環境に関する意
識調査（内閣府） 

介護サービス世帯
調査 

住宅・土地統計調査

60歳以上 5歳階級別 
平成 13年、17年の 2
時点しかデータが存在
しない可能性が高い。
 
 

高齢者が安心し
て暮らし続ける
ことができる住
宅政策のあり方
について（答申
案の骨子） 

Ⅲ-2-(1)バリア
フリー化の促進

生活環境 

・高齢者の人口 10
万人当たり犯
罪被害認知件
数 

・自宅で被害に
あった刑法犯
罪被害認知件
数（人口 10万
人当たり） 

─ 
平成18年の犯罪（平
成 18年、警察庁）

男女別、5歳階級別 

今後の高齢社会
対策の在り方等
に関する検討会
（報告書） 
「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

4-ⅵ)高齢者が
犯罪トラブルか
ら安全に暮らせ
る生活環境づく
り 
「一人暮らし高
齢者」の指標 

生活環境 ・在宅死の割合 ─ 
人口動態調査（厚生
労働省） 

男女別、5歳階級別 

高齢者が安心し
て暮らし続ける
ことができる住
宅政策のあり方
について（答申
案の骨子） 

5地域の状況に
応じたきめ細や
かな施策展開 
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指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

生活環境 

・最低居住水準以
上で設備等の
条件を満たす
住宅に住む割
合 

─ 
住宅・土地統計調査
（総務省） 

住環境の５つの基本理
念（安全性、保健性、
利便性、快適性、持続
可能性）の「快適性」
に相当 
男女別、5歳階級別 
家計を主に支える者の
年齢階級別世帯データ

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「一人暮らし高
齢者」の指標 

生活環境 

・最低居住水準以
上で設備等の
条件を満たす
住宅に住む割
合 

─ 
住宅・土地統計調査
（総務省） 

住環境の５つの基本理
念（安全性、保健性、
利便性、快適性、持続
可能性）の「快適性」
に相当 
男女別、5歳階級別 
家計を主に支える者の
年齢階級別世帯データ

「多様なライフ
スタイルを可能
にする高齢期の
自立支援」に関
する政策研究報
告書 

「一人暮らし高
齢者」の指標 

生活環境  

・最寄の医療機関
まで一定距離
以内に居住す
る人の割合・最
寄のデイサー
ビスセンター
まで一定距離
以内に居住す
る人の割合 

─ 
住宅・土地統計調査
（総務省） 

住環境の５つの基本理
念（安全性、保健性、
利便性、快適性、持続
可能性）の「保健性」
に相当 
45 歳以上10歳階級別
世帯内の最高齢者の年
齢階級別世帯データ 

「人生 85年時
代」に向けた
リ・デザイン 

4人生設計の
リ・デザインの
ための提言 

生活環境 

・最寄の医療機関
まで一定距離
以内に居住す
る人の割合 

・最寄のデイサー
ビスセンター
まで一定距離
以内に居住す
る人の割合 

・福祉施設数★ 
・医療機関数★ 

─ 
住宅・土地統計調査
（総務省） 

45 歳以上10歳階級別
世帯内の最高齢者の年
齢階級別世帯データ 

高齢者が安心し
て暮らし続ける
ことができる住
宅政策のあり方
について（答申
案の骨子） 

Ⅲ-1在宅で暮
らし続けたいと
いう高齢者の意
思を尊重する社
会の実現／Ⅲ
-2-(2)生活支
援・介護サービ
スの確保／Ⅳ早
急に取り組むべ
き課題 

生活環境 

・通勤通学に一定
以上の時間を
要する人数・割
合 

・県内他市町村お
よび他県に通
勤通学する人
の割合 

─ 

住宅・土地統計調査
（総務省） 

国勢調査（総務省）

住環境の５つの基本理
念（安全性、保健性、
利便性、快適性、持続
可能性）の「利便性」
に相当 
住宅・土地統計調査は
世帯数データのみ 

国勢調査の区分は、自
宅・自宅外自市区町
村・自市内他区・県内
他市町村・他県の分類

住生活基本計画
（全国計画） 

2-3 多様な居住
ニーズが適切に
実現される住宅
市場の環境整備

生活環境 

・ショッピングセ
ンターまで一
定の距離以内
に住む人数・割
合 

─ ─ ─ ─ ─ 

生活環境 
・公園まで一定の
距離以内に住
む人数・割合 

─ ─ ─ ─ ─ 
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指標案 ビジョン 
該当分野 

生活実態・行動 意識・価値観 
出典 留意事項等 

資料名 章 

生活環境 

・5年以内に住居
を移動した世
帯の割合 
・5年以内に住居
を移動した者
の割合 

─ 

国勢調査（総務省）

住宅・土地統計調査
（総務省） 

高齢者の地域社会
への参加に関する
意識調査 

住環境の５つの基本理
念（安全性、保健性、
利便性、快適性、持続
可能性）の「持続可能
性」に相当 
国勢調査・人口移動調
査ともに調査項目変更
の可能性あり 
住宅土地統計調査は世
帯数データ 

─ ─ 

生活環境 ─ ・居住継続意
向 

住宅需要実態調査
（国土交通省） ─ ─ ─ 

生活環境 

・交通バリアフ
リー法の移動
円滑化基準（段
差の解消）に適
合する主要旅
客施設の割合
★ 

・ハートビル法の
利用円滑化基
準に適合する
特別特定建築
物の割合★ 

─ 
住宅・土地統計調査
（総務省） 

45 歳以上10歳階級別
世帯内の最高齢者の年
齢階級別世帯データ 

高齢者が安心し
て暮らし続ける
ことができる住
宅政策のあり方
について（答申
案の骨子） 

Ⅲ-2-(2)生活支
援・介護サービ
スの確保 

生活環境 

・自動車保有率 
・交通バリアフ
リー法の移動
円滑化基準に
適合する主要
旅客施設の割
合★ 

・ハートビル法の
利用円滑化基
準に適合する
特別特定建築
物の割合★ 

─ ─ ─ 
「人生 85年時
代」に向けた
リ・デザイン 

3-(2)世代間の
交流の舞台とな
る「パブリック
とプライベート
の中間領域」の
確保 

生活環境 

・交通事故死亡者
数・率 

・高齢者の人口 10
万人当たり犯
罪被害認知件
数 

・高齢者人口 10
万人当り交通
事故死亡者数 

─ 

人口動態調査（厚生
労働省） 

平成18年の犯罪（平
成 18年、警察庁）

男女別、年齢階級別（5
歳階級別） 

男女別、5歳階級別 

住生活基本計画
（全国計画） 

2-2 良好な居住
環境の形成 

生活環境 
・交通事故死亡者
数 

・火災死亡者数 
─ 

人口動態調査（厚生
労働省） 

火災の概要（総務
省） 

男女別、年齢階級別（5
歳階級別） 

火災の概要の年齢階級
は 5歳未満、6-64 歳、
65歳以上 

今後の高齢社会
対策の在り方等
に関する検討会
（報告書） 

4-ⅵ)高齢者が
犯罪トラブルか
ら安全に暮らせ
る生活環境づく
り 
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○参考とした指標  

 

本調査研究は、高齢社会対策大綱の対象分野である①就業・所得、②健康・福祉、③学習・社

会参加、④生活環境の４つの分野について、分析対象とするデータを選定している。 

分析に当たっては、「『多様なライフスタイルを可能にする高齢期の自立支援』に関する政策研

究報告書 －「活動的な高齢者」、「一人暮らし高齢者」、「要介護等の高齢者」の指標」を参考と

している。 

「『多様なライフスタイルを可能にする高齢期の自立支援』に関する政策研究報告書 －「活動

的な高齢者」、「一人暮らし高齢者」、「要介護等の高齢者」の指標」は高齢社会対策の総合的な推

進のための政策研究会の検討結果である。本調査研究では参考として平成 15年当時に設定した指
標から平成 21年までの間における 3類型の変化を把握するために、現状における最新値の取得を
行った結果を取り纏めた。 
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１．「活動的な高齢者」に関する政策目標及び指標一覧 

 

577.6 563.1

国民生活基礎調査（平成13年，平成16年，厚生労
働）より算出
　65歳以上日常生活に影響のない者/65歳以上世
帯人員総数（男女計）（人口千対）

1-1
就業希望のある無業の高齢者の
割合（-）

11.6% 9.5%
就業構造基本調査（平成13年，平成19年，総務
省）
　60-74歳（男女計）

1-2
少なくとも65歳まで働ける場を確保
する企業の割合（＋）

68.3% 72.1%
雇用管理調査報告（平成9年，平成17年，厚生労
働省）
【参考】65歳までの雇用を確保する企業　27.1％

2
老後に向けた
財産面の備えの促進

2-1 老後の資金を準備している割合 70.3% 65.6%
生活保障に関する調査（平成13年，平成19年，生
命保険文化ｾﾝﾀｰ）
　60-69歳（男女計）

3-1
健康維持のための平均実行項目
数（＋）

4.13
平成16年～
調査項目な

し

国民生活基礎調査（平成13年，厚生労働省）より算
出
　健康のための取り組み総件数/対象者総数
　65～4歳（男女計）

3-2
健康診断や人間ドックを受診して
いる者の割合（＋）

男：66.0%
女：64.8%

男：62.0%
女：61.4%

国民生活基礎調査（平成13年，平成16年，厚生労
働省）
　　65～74歳

4-1 学習・研究活動の実施状況（＋） 22.4% 27.5%
社会生活基本調査(平成13年，平成18年，総務省）
　65～69歳（男女計）

5 ITの活用 5-1 インターネット利用者の割合（＋） 9.9% 28.1%
通信利用動向調査（平成14年，総務省）
情報利用動向調査（平成19年，総務省）
　65歳以上（男女計）

6-1 ボランティア活動の行動者率（＋） 31.4% 31.1%
社会生活基本調査(平成13年，平成18年，総務省）
　65～69歳（男女計）

6-2
まちづくりに参加している高齢者の
割合（＋）

31.4%
平成17年～
調査項目な

し

高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査
（平成13年，内閣府）　　65～74歳（男女計）

6-3
家族の中で果たす役割のない高
齢者の割合（－）

21.7% 19.0%
高齢者の生活と意識に関する国際調査（平成12年
度，平成17年度,内閣府）　　65～74歳（男女計）

7-1
高齢者の人口10万人当たり交通
事故死亡者数（－）

13.3 10.0

平成14年/平成19年中の交通死亡事故の特徴及
び道路交通法違反取締状況について（平成14年，
平成19年，警察庁）より算出
　65歳以上（男女計）（人口10万対）

7-2
高齢者の人口10万人当たり犯罪
被害認知件数（－）

1,220.7 801.3
平成13年/平成19年の犯罪（平成12年，平成18
年，警察庁)より算出
　65～69歳（男女計）（人口10万対）

注）（＋）は増加する方が望ましい指標、（－）は減少する方が望ましい指標であることを示す

社会参加・交流の促
進

6

4

1

生活の安全の確保

指標値

希望に応じた
就業機会の確保

概　況

健康上の問題で日常生活に影響のない高齢者の割合

3
健康維持のための主
体的取組

7

最新の実績
指標作成時
実績

出典等

学習活動の促進

出典等指標案政策目標 最新の実績
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２．「一人暮らし高齢者」に関する政策目標及び指標一覧 

 

男：74.2万人
（8.0%）

女：229万人
（17.9%）

男：105.1万人
（9.7%）

女：281.4万人
（19.0%）

国勢調査（平成12年，平成17年，総務省）、日本の
世帯数の将来推計（平成10年10月，平成20年3
月，国立社会保障・人口問題研究所）、日本の将
来推計人口（平成14年1月，平成18年12月，国立
社会保障・人口問題研究所）

1-1
一人暮らし高齢者の年間所得（120
万円未満の者の割合）（－）

男：21.5%
女：37.6%

（要再集計のた
め更新不可）

厚生労働科学研究（政策科学推進研究）
「医療負担のあり方が医療需要と健康・福祉の水
準に及ぼす影響に関する研究」（平成14年）におけ
る国民生活基礎調査再集計結果
　男女別一人当たり所得（二人以上世帯と比較）

1-2
経済的な暮し向きに不安を感じる
者の割合（－）

男：22.9%
女：20.5%

男：21.7%
女：23.9%

一人暮らし高齢者に関する意識調査（平成14年，
内閣府），世帯類型に応じた高齢者の生活実態等
に関する意識調査（平成17年　内閣府）
　”家計にゆとりなく、多少心配である”と”家計が
　　苦しく、非常に心配”の割合の合計

2-1
健康上の問題で日常生活に影響
のある一人暮らし高齢者の割合
（－）

男：23.8%
女：23.5%

（要再集計のた
め更新不可）

厚生労働科学研究（政策科学推進研究）
「医療負担のあり方が医療需要と健康・福祉の水
準に及ぼす影響に関する研究」（平成14年）におけ
る国民生活基礎調査再集計結果
　男女別一人当たり所得（二人以上世帯と比較）

2-2
自分の健康状態を良くないと感じ
る高齢者の割合（－）

29.3% 22.4%

一人暮らし高齢者に関する意識調査（平成14年，
内閣府），世帯類型に応じた高齢者の生活実態等
に関する意識調査（平成17年　内閣府）
　”良くない”、”あまり良くない”の割合の合計

3-1 近所づきあいのない者の割合（－）
男：15.4%
女： 6.9%

男：24.3%
女： 7.1%

一人暮らし高齢者に関する意識調査（平成14年，
内閣府），世帯類型に応じた高齢者の生活実態等
に関する意識調査（平成17年　内閣府）

3-2
心配ごとの相談相手がいない者の
割合（－）

男：15.6%
女： 5.7%

男：16.9%
女： 4.1%

一人暮らし高齢者に関する意識調査（平成14年，
内閣府），世帯類型に応じた高齢者の生活実態等
に関する意識調査（平成17年　内閣府）

4 社会参加の増加 4-1
グループ活動に参加していない者
の割合（－）

54.7% 57.8%
一人暮らし高齢者に関する意識調査（平成14年，
内閣府），世帯類型に応じた高齢者の生活実態等
に関する意識調査（平成17年　内閣府）

5 住まいの向上 5-1
最低居住水準以上の住宅で
設備等の条件を満たす賃貸住宅
に住む割合（＋）

47.6% 49.6%
住宅・土地統計調査報告（平成10年，平成15年，
総務省）

6
犯罪・火災などの事
故被害の減少

6-1
一人暮らし高齢者が自宅で被害に
あった刑法犯罪被害認知件数（人
口10万人対）（－）

290.1 221.8
平成13年/平成19年の犯罪（平成12年，平成18
年，警察庁)より算出
　65歳以上単身世帯（男女計）

7-1
日常生活での心配ごとのある者の
割合（－）

41.2% 63.0%

一人暮らし高齢者に関する意識調査（平成14年，
内閣府），世帯類型に応じた高齢者の生活実態等
に関する意識調査（平成17年　内閣府）
　”心配がある”、”多少心配がある”の割合の合計

注）（＋）は増加する方が望ましい指標、（－）は減少する方が望ましい指標であることを示す

出典等

1
所得の低い者の経済
生活水準の改善

7

日常生活の支援の充
実

3

生活満足度の向上・
一人暮らしの不安の
解消

2 健康の増進

出典等

一人暮らし高齢者数（割合）

最新の実績

概　況
指標作成時
実績

最新の実績

指標作成時
実績

指標案政策目標
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３．「要介護等の高齢者」に関する政策目標及び指標一覧 

 

235.0 246.1

国民生活基礎調査（平成13年，平成16年，厚生
労働）より算出
　65歳以上日常生活に影響のない者/65歳以上
世帯人員総数（男女計）（人口千対）

27.6 29.5
介護サービス施設・事業所調査（平成13年，厚生
労働省）より算出（人口千対）

124.2 158.9
介護保険事業状況報告（平成13年，平成18年，
厚生労働省）より算出（人口千対）

1-1 脳血管疾患の入院受療率（－） 854 784
患者調査（平成８年，平成17年，厚生労働省）
　65歳以上入院受療率（人口10万対）

1-2 骨折による入院受療率（－） 232 242
患者調査（平成８年，平成17年，厚生労働省）
　65歳以上入院受療率（人口10万対）

2-1
要介護１・２の介護保険サービス受
給者における居宅介護サービス受
給者の割合（＋）

85.6% 84.5%

介護給付費実態調査（月報）（平成15年2月審査
分，平成20年9月審査分，厚生労働省）より算出
　要介護１・２の居宅サービス受給者／要介護１・
２の
介護保険サービス受給者総数

2-2
高齢者人口10万人当たり在宅医
療利用件数（＋）

26.8 24.3

社会医療診療行為別調査（平成12年，平成19
年，厚生労働省）より算出
　在宅医療実施件数（老人医療分）／国勢調査65
歳以上人口（人口10対）

2-3
介護施設定員数に占める個室利
用者の割合（＋）

10.0% 19.0%
介護サービス施設・事業所調査（平成13年，平成
18年，厚生労働省）より算出

3
家族介護者の健康保
持

3-1
同居している介護者の中で自らの
健康状態を良くないと感じる者の
割合（－）

男：20.7%
女：19.9%

男：21.7%
女：24.5%

国民生活基礎調査（平成13年，平成16年，厚労
省）
　健康状態が「良くない」「あまり良くない」の割合

4 社会参加の促進 4-1
健康上の問題で日常生活への影
響のある者のうち外出頻度が少な
い者の割合（－）

31.2%
平成14年以
降更新調査な

し

高齢者の健康に関する意識調査（平成14年，内
閣府）
　外出頻度が「週に1回以下」の割合

5-1
手すりの設置、広い廊下巾の確
保、段差の解消等がなされた住宅
ストックの割合（＋）

2.7%
平成15年は
調査項目なし

住宅需要実態調査（平成10年度，国土交通省）
→平成15年調査では当該調査項目がなく、不満
率に変わっている

5-2
交通バリアフリー法の移動円滑化
基準（段差の解消）に適合する主
要旅客施設の割合（＋）

33% 56%

国土交通省資料（平成13年度末時点，平成17年
度末時点）
　1日当り平均利用者数が5,000人以上の旅客施
設の
　うち、段差の解消がなされたものの割合

5-3
ハートビル法の利用円滑化基準に
適合する特別特定建築物の割合
（＋）

68%
該当資料な

し
国土交通省資料（平成11年度）

6
要介護等高齢者の
権利の擁護

6-1
高齢者に対する成年後見の認容
件数（＋）

4,627件 16,229件
成年後見関係事件の概況（平成13年度，平成19
年度，最高裁判所）

採用すべき指標値指標値指標案政策目標 最新の実績

注）（＋）は増加する方が望ましい指標、（－）は減少する方が望ましい指標であることを示す

1

5

要介護の発生予防

生活環境の向上

概　況
指標作成時
実績

最新の実績 出典等

【在宅】
健康上の問題で日常生活に影響のある高齢者の割合

【施設】
介護保険３施設に入所している高齢者の割合

高齢者（１号被保険者）に占める要介護認定者の割合

2
医療・介護サービス
の
充実

 

 


